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「日銀短観」その1 
ビジネス・サーベイの代表的な指標 
企業活動に関する調査（ビジネス･サーベイ）

は、企業にアンケート調査を行うことによって、
リアルな景況感やマインドといった定性的な情
報の把握を主眼に実施されることが多い。 
今回紹介する日本銀行「企業短期経済観測調

査（短観）」はその代表的なものである。ほか
には財務省「景気予測調査」、中小企業金融公
庫「中小企業動向調査」、商工中金「中小企業
業況観測」などのビジネス･サーベイが実施さ
れており、定量的なマクロ経済指標を補完する
ものとして幅広く活用されている。 
 
日銀短観とは 
日銀短観は、日本銀行が景気の現状と先行き

について企業に直接アンケート調査するもので、
1957年に開始された国内では最も歴史のあるビ
ジネス･サーベイのひとつ。毎四半期の3、6、
9、12月に前月調査したものが発表されており、
海外でも”TANKAN”の名称で広く知られてい
る。調査対象企業数は、直近の調査では全国
8,204社（うち大企業17％、中堅企業32％、中
小企業52％）となっている。 
短観の調査項目は、「業況判断」「需給･在庫･
価格判断」「売上･収益計画」「設備投資計画」
「雇用人員判断」「資金繰り判断など企業金融」
「海外事業計画」など多岐にわたっている。 

大企業製造DIが景気の目安 
このような調査項目の中でも、大企業製造業
の「業況判断DI」は、市場から最も注目されて
いる。それは下図に示すとおり、大企業製造業
の業況判断DIが景気の山・谷にやや先行した動
きを示し、景気転換の目安となるためである。 
ただし、企業全体の景況感を見るには、非製
造業や中小・中堅企業についても見る必要があ
る。 
「DI」（ディフュージョン・インデックス）は、

業況について、「1.良い」、「2.さほど良くない」、
「3.悪い」という3つの選択肢の中から1つ回答し
てもらい、肯定回答の割合から否定回答の割合
を差し引いたもの。すなわち次の式で求める。 

DI（％ポイント）＝「1.良い」の回答割合（％） 
－「3.悪い」の回答割合（％） 

したがってDIがゼロ以上となれば、景気は
良いと判断することができる。 
03年12月発表の短観では、大企業製造業の業
況判断DIが＋11と前回調査に比べて10％ポイ
ント大幅上昇した。3期連続の改善で、中堅・
中小製造業業や非製造業にも波及して景況感が
改善していることが確認された。 
なおDI算出時には企業規模に基づくウェイ
ト付けはされておらず、1社1票の単純集計であ
るため、大企業と中小企業を比較する場合には
注意が必要である。＝次号に続く（木村 俊文） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 


